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サステナビリティ経営で新しい価値の創造を
近年、サステナビリティを意識した企業経営の重要性が急速に⾼まっています。サステナビリ

ティとは持続可能な社会を実現することであり、企業は社会における様々な課題に責任をもって
対応することが求められています。この動きの根底には、気候変動や⼈権問題など地球規模での
課題が浮き彫りになってきたことにより、多くの⼈が「このままでは社会が持続できないのでは
ないか」と本気で思い始め、環境問題や社会課題を「⾃分事」として捉えるようになってきた危
機意識の⾼まりがあると考えています。当社としても、この変化をチャンスと捉え、環境問題や
社会課題の解決を通じて、サステナブルな企業成⻑と新しい価値創造に挑戦していきます。

当社が⽬指す豊かな未来とクリーンな社会づくり
当社は２０２４年１２⽉に創業７５周年を迎えます。創業以来、繊維製特殊加⼯品の企画開

発・製造・販売を通じて、地球環境を考えた商品開発と新しい可能性への挑戦を続けてきました。
２００３年にＩＳＯ９００１とＩＳＯ１４００１の同時取得以降、「環境と品質は⼀体である」
との考えのもと、環境配慮型の新商品開発、廃棄物の削減、エネルギーの効率的利⽤などを⾏っ
てきました。ジャンルを問わず、暮らしに役⽴つ商品開発に努め、⽣分解性繊維を使ったファイ
バーロッドや、繊維⼯場で発⽣する繊維屑を使⽤したリサイクル型ファイバーロッドなどの新商
品開発を⾏ってきました。２０２２年、「ＳＢＴ(Science Based Targets)」認定を取得し、当社
が設定した温室効果ガスの削減⽬標が「ＳＢＴイニシアティブ」より科学的根拠に基づいた⽬標
として認定されました。今後も産業⽤フィルターや、インク吸蔵体・芳⾹剤等の吸上げ芯などの
繊維製特殊加⼯品の開発メーカーとして、温室効果ガスの把握と削減に取り組むことで、豊かな
未来とクリーンな社会づくりに貢献していきます。

カーボンニュートラル達成に向けて
当社が扱う繊維はポリエステルやポリエチレンなど⽯油由来の原料がほとんどであり、多くの

エネルギー消費を伴うため、当社にとってＣＯ₂排出量削減は重要な課題です。カーボンニュート
ラルを達成するためには、まずは⾃社の排出量の把握と削減⽬標の設定、それを実現するロード
マップが必要です。そのため、２０２２年９⽉にＳＢＴ認定を取得し「２０３０年度ＣＯ₂排出量
Scope１＋２において５０.４%削減（２０１８年度⽐）」とするＣＯ₂排出量削減⽬標を設定しま
した。これは、取引先様からの削減要請という側⾯もありますが、当社は以前から環境と品質は
⼀体であるとの考えのもと、地球環境に配慮した企業経営を⽬指してきたため、ＳＢＴ認定は当
社にとって不可⽋であると判断し、認定を取得しました。ＣＯ₂排出量の削減には多⼤な労⼒を伴
いますが、環境価値と経済価値を両⽴して創出することが持続可能な社会をつくるうえでの当社
の存在価値であり、経営の責任として着実に実⾏していきます。

ステークホルダーの皆さまと共に
今般、当社がこれまで⾏ってきた持続可能な取り組みを、E（環境）、S（社会）、G（ガバナ

ンス）の項⽬に整理し、サステナビリティレポートとしてまとめました。当社のＥＳＧの取り組
みをすべて網羅しましたので、ステークホルダーの皆さまに当社をより深く理解していただくと
ともに、持続可能な社会の実現に向けた建設的な対話につながることを期待しています。
引き続き、当社の事業活動にご理解とご⽀援を賜りますよう、お願い申し上げます。

代表取締役 浅井 達郎

環境と品質は⼀体
地球環境を主とした商品開発と新しい可能性に挑戦



アサヒ繊維⼯業株式会社
浅井 達郎
1949年12⽉

事業内容
■ 繊維製特殊加⼯品の企画開発・製造・販売

■ 浄⽔器フィルター等の各種フィルターエレメント及び、マーカーの中綿・芳⾹剤や消臭剤の
 吸上げ芯、⽔耕栽培⽤培地、メディカル⽤部品等を⾃社開発⽣産設備で製品開発

当社の企業理念は「⼈の顔を⾒た仕事とモノ作り。家族的に、できるだけ楽しく。」で、創業以
来、階層による組織よりも、家族的な雰囲気のある企業を⽬指そうと今⽇まで進んできました。社
是は、”総親和 総努⼒”で、全員が個々⼈の能⼒を遺憾無く発揮し、総合⼒として会社の進むべき⽅
向に総⼒を結集して事に当たっています。当社の強みである「繊維製の特殊加⼯」と「オリジナル
製品を１００％受注⽣産」を事業の軸として、これからも持続可能な成⻑をするためにESG経営を
実践し、「環境負荷を低減した繊維製品の開発」「誰もが働きやすく魅⼒あふれる職場」「ガバナ
ンス強化によるステークホルダーからの信⽤」の社会価値を創造する、それが当社のビジネスモデ
ルです。

3,500万円
54名
愛知県稲沢市⾼重東町51

資 本 ⾦
社 員 数
本 社

名 称
代 表 者
設 ⽴



■リスクと機会の分析
環境・社会・ガバナンス（ＥＳＧ）の視点を取り⼊れたサステナビリティ経営を進めるにあたり、

リスクと機会を分析しました。様々な⾓度から分析した結果、以下のリスクと機会を特定しました。

■マテリアリティ（重要課題）の特定

特定されたマテリアリティをサステナビリティ経営の中核として位置付け、環境課題・社会課題
の解決と当社の持続的成⻑を両輪で回していきます。各マテリアリティにおいてそれぞれＫＰＩ
（⽬標）を設定し、進捗管理をしていきます。

リスク
Ø 国内市場縮⼩によるビジネス環境の縮⼩と、少⼦⾼齢化による採⽤市場の悪化
Ø 原材料や⼈件費、運搬費などの⾼騰による採算の維持
Ø ライバル会社の新素材投⼊や⾼度な加⼯技術導⼊による取引先の他社商品へのシフト

機会 
Ø 商品開発や研究に重点をおき、アイデア段階から量産まで⼀貫⽣産が可能な体制
Ø 環境負荷低減ニーズ増加による新たな業界・分野への参⼊
Ø 新素材による業界全体のモデルチェンジ

当社にとっての優先度
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環境 KPI
カーボンニュートラルの
達成

SBT認定の⽬標達成 ２０３０年までにＧＨＧ排出量を５０.４％
削減（２０１８年⽐）

廃棄物の削減 ⽣産⼯程で発⽣する端材や不良品のリサイクルペレット化推進

社会 KPI
健康経営の推進 健康経営優良法⼈認定の毎年継続
労働安全衛⽣の徹底 休業災害ゼロ

ガバナンス KPI
リスク管理体制の構築 リスク・コンプライアンス会議の年２回定例開催
サイバーセキュリティ
対策の強化 サイバーセキュリティ研修を年１回以上実施

カーボンニュートラル
の達成

廃棄物の削減健康経営の推進

サイバーセキュリティー
対策の強化

リスク管理体制の構築

労働安全衛⽣の徹底



運営
境界 削減⽬標 削減⽬標

Scope
1

事業者⾃らによる温室
効果ガスの直接排出 2018年度を基準に、

2030年まで50.4％
削減Scope

2
他社から供給された電
気、熱・蒸気の使⽤に
伴う間接排出

Scope
3 Scope2以外の間接排出 排出量を把握し削

減の検討を進める

■SBT認定
２０２２年９⽉、２０３０年に向けた温室効
果ガス削減⽬標を策定しました。この削減⽬
標は、「ＳＢＴイニシアティブ」より気温上
昇を１.５℃に抑える
ための科学的根拠に
基づいた⽬標である
と認められ、ＳＢＴ
認定を取得しました。

■温室効果ガス排出量の推移
実際の排出量の推移については、基準年であ
る２０１８年と⽐較して、概ね計画通り削減
が進んでいます。算定は中国現法である無錫
浅井繊維精密加⼯有限公司も含めています。
２０２１年度と２０２２年度のＣＯ2排出量は
⽬標値をクリアできなかった年となりました
が、売上百万円あたりのＣＯ2排出量は年々削
減できています。

■温室効果ガス削減⽬標と⽅法
温室効果ガスの削減⽬標は、ＳＢＴ１.５℃⽬
標に整合した⽔準で削減⽬標を設定しました。
事業活動における温室効果ガスの把握と削減
に取り組むことで、カーボンニュートラルに
貢献していきます。

カーボンニュートラル

年度 ⽬標値
(t-CO2)

CO2排出量
算出値

 (t-CO2)

売上百万円あた
りCO2排出量

(t-CO2/百万円)
2018年 589.5 589.5 0.70

2019年 564.7 509.6 0.62

2020年 540.0 472.2 0.60

2021年 515.2 553.8 0.54

2022年 490.5 548.3 0.49

再⽣可能エネルギーの導⼊

■太陽光発電設備の導⼊
２０２２年７⽉に太陽
光発電設備を稼働し、
再⽣可能エネルギー電
⼒を導⼊しました。発
電量は２１２ＫＷで、
当社の使⽤電⼒のうち
２０％〜３０％程度を太陽光発電で補うこと
ができました。

■LED照明の設置
ＬＥＤ照明は第１製造部、第２製造部１課⼯
場で設置しています。ＬＥＤは少ない消費電
⼒で⽩熱灯や蛍光灯以上の照度を保つことが
できるため、消費電⼒・ＣＯ2排出量の削減に
つながっています。耐⽤年数も⻑くメンテナ
ンスの⼿間も省け、廃棄物削減にも貢献でき
るので、他の照明
も順次ＬＥＤへの
切り替えを検討し
ています。

省エネルギーの取り組み

■社⽤⾞のEV化
ＣＯ2排出量を抑えるた
め、２０２１年にＥＶ⾞
を導⼊しました。現状総
務部使⽤の１台ですが、
今後も⾞両切り替え時は
ＥＶを導⼊し、環境負荷
を低減していきます。

■省エネ意識の醸成
電⼒、ガス、軽油等のエネルギー使⽤量はす
べて把握し、各種設備の切り替え時は、エネ
ルギー効率の⾼い設備を導⼊してエネルギー
使⽤量削減を図っています。設備⾯だけでな
く、昼休憩時の消灯推進や、紙使⽤量の削減
などの省エネ意識も醸成しています。

ＬＥＤ照明

⼯場屋根の太陽光パネル

ＥＶ⾞「⽇産リーフ」



■環境規格「ISO14001」認証取得
２００３年にＩＳＯ１４００１を取得しまし
た。同業他社に⽐べて相当早いタイミングで
すが、環境マネジメントは将来必ず必要にな
ると判断し取得しました。ＩＳＯ１４００１
は、企業活動、製品やサービスなどの環境負
荷の低減を含む環境リスク低減を⽬指し、環
境パフォーマンス の改善を継続的に実施して
いくマネジメントシス
テムを構築するための
規格で、地球環境へ配
慮した企業活動を実施
している企業であると
国際的に認知されます。

■廃⽔（⾬⽔）の⽔質検査
⾬⽔などの廃⽔を処理する際
は⽔質検査を実施しています。
法令上は検査義務はありませ
んが、環境汚染の原因となら
ないよう注意する必要があり
ます。

■ISO14001に関する教育訓練
ＩＳＯ１４００１の規格にもとづき、環境関
連法令に即した事業活動を⾏っています。環
境関連の法令は幅広く、事業活動のなかで抵
触している部分はないか常に確認しています。
遵守状況を管理するため毎年内部監査を実施

しています。また、社
員の理解も重要であり、
毎年ＩＳＯ１４００１
に関する勉強会を実施
して周知・徹底を図っ
ています。

環境に配慮した事業活動

環境市場機会

廃棄物管理

■騒⾳対策の実施
騒⾳対策は測定器を使⽤し数値を測っていま
す。通常、測定義務は特定設備が対象ですが、
当社は特定設備はない
ものの、騒⾳基準に該
当しないように注意し
ています。

■廃棄物のペレット化によるリサイクル
⽣産⼯程で発⽣する端材や不良品（ＰＰ/ＰＥ
製）をリサイクルペレットにして、産業廃棄
物を減らしています。リサイクルペレットは、
⾃動⾞部品や雑貨、⼟⽊
資材に使⽤されています。
限られた資源を有効活⽤
して、循環型社会に貢献
していきます。

■⽣分解性繊維を使った製品
⽣分解性繊維を使⽤した製品開発に⼒を⼊れ
ています。⽣分解性繊維は植物由来の繊維か
らなるバイオマス素材で、主にトウモロコシ
を原料として製造されたポリ乳酸をベースに
しているため、燃焼時に排出されるCO2量は
数あるプラスチックの中でも最⼩レベルです。
また、ポリ乳酸は微⽣物によって⽔と⼆酸化
炭素に分解されるため、廃棄物の削減にもつ
ながります。この新しいファイバーロッドは、
例えば⽔耕栽培⽤の育苗培地として活⽤され、
従来のウレタン製育苗培地の代替品として期
待されています。今後も植物由来の新素材に
関して研究開発を続けていきます。

■リサイクル原料を使⽤したインク吸収体
商品に使⽤される繊維原料は、ポリエステル
やポリエチレンなど⽯油由来原料の素材がほ
とんどであるため、リサイクル原料の活⽤を
積極的に進めています。代表的なリサイクル
原料は使われなくなっ
た⽺⽑などがあり、代
替原料として使えるよ
う⽇々研究を続けてい
ます。

ＩＳＯに関する勉強会

リサイクルペレット

⽔耕栽培の実験設備 育苗培地

研究⾵景



■⼈間ドッグの費⽤補助
⼈間ドックや、がん検診、オプション検査等
を希望する社員には、１９９７年から費⽤補
助を実施しています。病気はいつ何時発症し
始めるか分かりません。万が⼀病気になった
としても早期発⾒ができれば治療の選択肢が
拡がります。会社としても、病気による離脱
などのリスク低減につながります。

健康経営

■健康経営優良法⼈の認定
２０２３年３⽉、「健康経営優
良法⼈」に認定されました。健
康経営優良法⼈認定制度は、経
済産業省が健康経営®を実践し
ている企業を「⾒える化」し、
社会的評価が向上することを⽬
的に創設した制度です。社員の
健康保持・増進に取り組み、働
きやすい職場環境を整備してい
くことは当社の持続的成⻑に不
可⽋であると考え、健康経営を
進めています。
※「健康経営®」はNPO法⼈健康経営研究
会の登録商標です。

■ストレスチェック実施
ストレスチェックは全社員を対象に毎年実施
しています。当社にとって⼈は最⼤の財産で
あり、過度なストレスによりパフォーマンス
が低下するようなことは避けなければいけま
せん。⾼ストレスリスクは早い段階でキャッ
チすることが重要であり、毎年の結果をしっ
かりと確認しています。現状、⾼ストレスに
該当する⼈はいませんが、今後もストレスが
かからない職場づくりに努めていきます。

■産業保健体制の構築
社員が⻑く働くことができる環境をつくるた
め、しっかりとした産業保健体制を構築して
います。産業医と連携して社員の健康管理を
⾏い、社員の⾝体的・精神的な健康の保持・

増進に努めています。
また、各部の衛⽣委員
が参加して、外部専⾨
家による産業保健に関
する勉強会も定期的に
実施しています。

■運動機会の提供
社員の健康の保持・増進のために、職場での
運動機会を提供しています。昼休みなどに軽
く体を動かせるように、休憩室に卓球台を置
いています。社員もたまに使⽤しており、午
後からの仕事のリフレッシュにもなっていま
す。また、腹筋トレーニング機器なども設置
し、⼼⾝ともに健康な状態をサポートしてい
ます。

⼈権

■公平な⼈事評価制度の構築
⼈事評価制度は、⼀⼈ひとりの⽬標を尊重す
る制度としています。経営⽅針をベースにし
て、上司と相談しながら個⼈で⽬標を設定し
ています。以前はグループごとに⽬標を設定
していましたが、他のグループと⽐較して不
公平になるケースもあり、個⼈での⽬標設定
と評価にしました。⼀⼈ひとりが責任を持ち、
頑張った⼈がしっかりと評価をされる制度を
つくっています。

■ハラスメント防⽌の徹底
２０２２年４⽉の中⼩企業へのパワハラ防⽌
法適⽤を受け、あらゆるハラスメントを禁⽌
する旨を就業規則に明記し、懲戒処分も規定
しました。万が⼀ハラスメントがおきた場合
のために相談窓⼝も設置しています。内部相
談窓⼝として男性窓⼝・⼥性窓⼝を⽤意し、
外部相談窓⼝も連携して周知しています。

衛⽣委員会での勉強会

休憩室の卓球台 トレーニング機器



■⼥性の活躍と管理職への登⽤
社員５４名のうち２４名が⼥性で、製造業と
しては⼥性の⽐率は⾼いです。以前から当社
は環境と品質は⼀体であるとの考えのもと、
地球環境に配慮した企業経営を⽬指してきま
した。地球環境を考えた取り組みを⾏うには、
⼥性が持つきめ細やかな感性や幅広い想像⼒
が⼤変重要になります。
２０２２年には、⼥性
社員３名をアシスタン
トリーダーとして管理
職に抜擢しました。

■労働安全衛⽣体制の確⽴
安全管理は最重要事項であり、労働災害ゼロ
を⽬指した安全管理体制を整備しています。
安全管理者、衛⽣管理者を選任し、安全管理
に関する勉強会や、作業マニュアルの策定、
改善レポートの作成などを⾏っています。事
故発⽣時には事故当事者へ安全管理者が原因
調査を⾏い、労災報告書を作成し、再発防⽌
策を全社員に共有しています。

■シニア社員の活躍
６０歳以上の社員は、役員を含め１４名いま
す。定年は６０歳ですが、本⼈の意欲と就業
上の問題がなければ定年以降も嘱託・パート
として雇⽤しています。シニア社員は経験が
豊富であり、若⼿社員へのノウハウの継承に
おいて重要です。定年後も安⼼して働ける環
境をつくることは、現役社員にも安⼼感を与
えています。

ダイバーシティ＆インクルージョン

労働安全衛⽣

■障がい者雇⽤の推進
障がい者の⽅が活躍できる場を提供すること
は企業として重要な責務であり、当社でも障
がい者雇⽤を進めています。２０２３年の新
⼊社員から雇⽤を開始し、他の社員同様に業
務に邁進しています。 ■改善提案報告書

２０２３年４⽉から「改善提案報告書」の運
⽤を開始し、労働安全衛⽣の更なる強化に努
めています。製造現場における事故につなが
るリスクのある作業だけでなく、些細なこと
だけど少し⼼配という程度のことも⼊⼒して
もらうようにしています。開始から６か⽉で
３１件の報告があり、安全衛⽣の改善に⼤き
な効果が出ています。

■コンサル会社による研修の実施
将来の当社を担う⼈財を育成するため、研修
による⼈財育成を⾏っています。業務上必要
な知識や情報は、ＯＪＴ、部⾨毎の勉強会で
習得しています。コンサル会社との契約も締
結しており、専⾨的な
分野はコンサル会社か
ら研修を実施していま
す。スキルアップによ
り働きがいの向上につ
ながっています。

■資格試験取得費⽤の補助
⼀⼈ひとりの社員の成⻑を後押しするため、
資格取得をサポートしています。資格取得費
⽤だけでなく、必要となる書籍なども費⽤補
助を⾏っています。知識や技術を⾝につける
ことは⾃信につながり、仕事の幅も拡がりま
す。将来の中枢メンバーとして活躍できる⼈
材を育成するため全⼒でサポートしています。

■ヒヤリハットポストの設置
安全管理者が中⼼となって、職場の危険性な
どの職場安全点検を毎⽉実施しています。ヒ
ヤリハットポストも
設置し、すべての職
場において危険がな
いように細⼼の注意
をはらっています。

⼈財育成

現場で活躍する⼥性社員

コンサル会社による研修

ヒヤリハットポスト

各部署の改善提案の進捗状況



■国際規約「ISO9001」認証取得
２００３年、品質マネジメントシステムに関
する国際規格「ＩＳＯ９００１」の認証を取
得しました。ＩＳＯ９００１は、⼀貫した製
品・サービスの提供と顧客満⾜の向上を⽬的
にした、世界で最も普及しているマネジメン
トシステム規格の⼀つです。１００万以上の

組織が利⽤しているた
め、当社も取得したこ
とにより世界標準で品
質を保証する体制が整
備されました。

製品の安全

■愛知ブランド企業
２００６年、「愛知ブランド企業」に認定さ
れました。愛知県はものづくり王国と⾔われ
ており、県内の優れた
ものづくり企業を「愛
知ブランド企業」とし
て認定しています。

コミュニケーション

■社員旅⾏
社員旅⾏は毎年⾏っています。コロナ禍では
⾃粛していましたが、２０２３年は伊⾖と箱
根に⾏きました。社⻑を含め社員全員で⾏き
たい所を決め、５年に１回は海外にも⾏って
います。過去にはハワイ、オーストラリアな
どに⾏きました。費⽤は全て会社負担なので、
仕事から離れて存分に満喫し、社員満⾜度向
上につながっています。

■⼯場周辺清掃活動の実施
年に１回、⼯場周辺の清掃活動を実施してい
ます。当⽇は社員総出で朝から開始し、地域
にお住いの⽅とコミュニケーションをとりな

がら、⼯場周辺の清掃
を⾏っています。地域
社会の⼀員として、コ
ミュニケーション活性
化・地域美化に努めて
います。

■マニュアルの整備
当社は繊維製品の特殊加⼯の
オリジナル商品を１００％受
注⽣産で対応しています。オ
リジナル製品は⾼い品質が求
められるため、品質管理は徹
底しています。当社ではマ
ニュアルを整備し、ＩＳＯ基
準に基づいた品質管理を⾏っ
ています。 ■SDGs宣⾔の実施

国連が提唱するＳＤＧｓ（持続可能な開発⽬
標）に賛同し、２０２０年１０⽉に「ＳＤＧ
ｓ宣⾔」を⾏いました。「環境対策」「品質
保証」「⼈権雇⽤」「社会
貢献」「組織体制」の５つ
の項⽬に整理し、⽬指す姿
と実施する具体的取り組み
をまとめました。２０３０
年のＳＤＧｓ達成に向けて
持続可能な社会の実現に貢
献していきます。

SDGsへの貢献

外部機関との連携

■名古屋中⼩企業投資育成からの出資
１９９１年３⽉に名古屋中⼩企業投資育成か
ら出資を受けました。投資育成は国の政策実
施機関であり、中堅・中⼩企業に対する出資
と成⻑⽀援を⾏っています。投資を受けるに
あたり、条件や審査がありますが、当社はこ
れをクリアし、良好なパートナーシップを築
いています。

箱根⼤涌⾕にて 三島スカイウォークにて

清掃の⾵景



■マネジメントレビューによるリスク検討
毎期の年度末にマネジメントレビューを⾏っ
ています。マネジメントレビューとは、企業
が⾏ってきた活動やマネジメントを振り返り、
現状の課題の整理や問題点を考察し、体制や
システムの⾒直しをしていくという経営管理
活動のことです。マネジメントレビューを⾏
うことにより、当社のリスクと機会をしっか
りと検討できます。

■取締役会の実効性確保
取締役会は業務執⾏の意思決定機関であると
同時に監督機関でもあり、当社のガバナンス
の根幹だと捉えています。取締役会の実効性
を確保し、正しい経営判断を⾏うことと同時
に議事録を作成・保管しています。

■内部監査の実施
年に１回、ＩＳＯ活動の⼀
環として内部監査を実施し
ています。ＩＳＯマニュア
ル・管理規定に沿った運⽤
状況、関連法令の適合など
を確認しています。

■懲戒規定
万が⼀、法令違反や社内規定違反などに関与
した役員・社員に対しては、社内調査の結果
によっては厳罰をもって処す姿勢で取り組ん
でいます。

■ウィルスチェックプログラムの導⼊
業務上取扱する取引先の情報や当社の情報資
産の安全性を確保するため、ウィルスチェッ
クプログラムを導⼊し、取組を強化していま
す。情報管理は企業の危機管理において必要
不可⽋であり、対策を怠れば取引先企業へも
被害が発⽣します。取引先から安⼼して取引
をしていただけるよう、情報セキュリティ⽔
準を維持しています。

コーポレートガバナンス

腐敗防⽌

情報セキュリティ対策

リスクマネジメント

コンプライアンス

■顧問弁護⼠との契約
コンプライアンスの遵守を徹底するために顧
問弁護⼠契約をしています。法令が関係する
事案については、⾃社内のみで判断せず、必
要に応じて弁護⼠と相談し、適切な対応をし
ています。また、最新の情報や事例などの提
供を受けたり、今後の予防対策なども相談し、
法令やコンプライアンスに即した正しい判断
を⾏っています。

■相談室の設置
コンプライアンス違反事項やハラスメントの
可能性があると思われる事項について、安⼼
して通報・相談ができるように、相談室を設
置しています。全社員に案内して、相談すべ
き事項があった際は、電話、郵送、メールで
の相談が可能です。完全匿名で相談すること
も可能で、通報者の保護を⼗分に考慮し、不
利益な処遇を受けることのないようにしてい
ます。

知的財産

■特許の取得
研究開発において成果が⾼い製品は積極的に
特許取得を⾏っています。特許を取得するこ
とにより、事業の優位にもつながります。
フィルタエレメントフィルタ装置及びフィル
タエレメントの製造⽅法など１０以上の特許
を取得しています。

内部監査の実施
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